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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第72期

第２四半期
連結累計期間

第73期
第２四半期
連結累計期間

第72期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (千円) 2,714,917 3,018,679 5,950,589

経常利益 (千円) 120,878 241,189 485,938

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 43,992 142,772 217,512

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 74,014 183,278 291,747

純資産額 (千円) 5,456,234 5,798,314 5,673,966

総資産額 (千円) 17,499,641 24,292,556 24,950,642

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 17.17 55.72 84.90

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 28.7 21.8 20.8

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) 277,389 715,329 872,738

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △4,637,690 △2,850,292 △5,818,479

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) 6,013,286 △316,696 11,288,160

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 3,551,451 5,789,226 8,240,886
 

 

回次
第72期

第２四半期
連結会計期間

第73期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年７月１日
至 平成29年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 0.59 19.13
 

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．当社は、「役員報酬ＢＩＰ信託」を導入しております。当該信託が所有する当社株式については、(四半期)

連結財務諸表において自己株式として計上しております。このため、１株当たり四半期(当期）純利益金額の

算定上、期中平均株式数の計算において当該株式数を控除する自己株式に含めております。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、個人消費や企業の設備投資において持ち直しの動きが見ら

れ、緩やかながら回復基調を持続しております。

なお、当第２四半期連結累計期間における新設住宅着工戸数は、マンションにおいて８月までに前年同月比で

３ヶ月連続して増加するなどしましたが、戸建住宅では７月に一旦は減少が見られ、全体としては減少となったこ

とから、引き続き今後の動向をしっかりと注視する必要があるものとなっております。

このような経営環境のもと、当社グループは市場ニーズに合致した製品開発とサービス向上を図り、積極的な販

売活動を推進するため、多品種のパーティクルボードを効率よく製造することのできる最新の製造設備を備えた工

場を、千葉県佐倉市に建築中であります。

当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高は3,018,679千円（前年同期比11.2％増）、営業利益は280,349千円

（前年同期比10.9％増）、経常利益は241,189千円（前年同期比99.5％増）となり、親会社株主に帰属する四半期純

利益は、142,772千円（前年同期比224.5％増）となりました。

 

セグメント別の業績は、次のとおりであります。

①　木材環境ソリューション事業

マンション用床材を中心としたパーティクルボード販売が増加し、廃棄物処理及び木材チップ販売も堅調に推

移したことから、売上高は2,802,806千円（前年同期比11.8％増）となりました。また、売上高に比例してセグメ

ント利益（営業利益）は、288,623千円（前年同期比11.9％増）となりました。

　

②　ファシリティ事業

テナントの稼働が堅調に推移し、売上高は215,872千円（前年同期比3.4％増）となりました。また、セグメン

ト利益（営業利益）は、100,964千円（前年同期比3.9％減）となりました。
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(2) 財政状態の分析

（資産の部）

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ658,085千円減少し、24,292,556千円となり

ました。千葉県佐倉市に建築中の佐倉工場の建築に係る支払等により、現金及び預金が2,451,659千円減少し、機

械装置及び運搬具が207,892千円増加、及び建設仮勘定が1,974,101千円増加したことなどが主たる要因でありま

す。

（負債の部）

負債は、前連結会計年度末に比べ782,432千円減少し、18,494,242千円となりました。未払金の減少537,711千

円及び長期借入金の減少457,380千円（1年内返済予定の長期借入金は236,370千円増加）などが主たる要因であり

ます。

（純資産の部）

純資産は、前連結会計年度末に比べ124,347千円増加し5,798,314千円となりました。利益剰余金が88,741千円

増加し、その他有価証券評価差額金が6,269千円増加したことが主たる要因であります。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）の四半期期末残高は、前

連結会計年度末に比べ2,451,659千円減少し、5,789,226千円（前年同期比2,237,774千円増）となりました。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における営業活動による資金の増加は715,329千円（前年同期比437,939千円増）と

なりました。これは主として、税金等調整前四半期純利益243,350千円及び減価償却費196,569千円を計上したこ

とによるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における投資活動による資金の減少は2,850,292千円（前年同期比1,787,398千円

減）となりました。これは主として、有形固定資産の取得による支出2,845,282千円を計上したことによるもので

あります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における財務活動による資金の減少は316,696千円（前年同期は6,013,286千円の資

金の増加）となりました。これは主として、長期借入金の返済による支出221,010千円及び社債の償還による支出

38,000千円を計上したことによるものであります。

 

(4) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は59,793千円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 13,120,000

計 13,120,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年11月 日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,660,369 3,660,369
東京証券取引所
(市場第二部)

単元株式数は100株でありま
す。

計 3,660,369 3,660,369 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年７月１日～
平成29年９月30日

- 3,660,369 - 221,000 - 19,956
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(6) 【大株主の状況】

  平成29年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

井上　弘之 東京都杉並区 744,543 20.34

セイホク株式会社 東京都文京区本郷１丁目25番５号 270,000 7.37

Ｔ・Ｂ・Ｈ株式会社 東京都中野区南台３丁目31番15号 235,535 6.43

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社

東京都港区浜松町２丁目11番３号 117,186 3.20

ＪＫホールディングス株式会社 東京都江東区新木場１丁目７番22号 78,070 2.13

東京ボード工業従業員持株会 東京都江東区新木場１丁目７番22号 62,350 1.70

吉野石膏株式会社 東京都千代田区丸の内３丁目３番１号 58,900 1.60

鈴木　吉助 東京都中野区 58,250 1.59

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５番５号 50,000 1.36

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 50,000 1.36

計 － 1,724,834 47.12
 

(注) １．上記のほか当社所有の自己株式1,014,825株（27.72％）があります。

２．日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は34,100株でありま

す。

３．日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数のうち、当社が保有する当社株式を役員報酬ＢＩＰ信

託に拠出したものは83,086株であります。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成29年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式

1,014,800
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

2,644,700
26,447 ―

単元未満株式
普通株式

869
― １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 3,660,369 ― ―

総株主の議決権 ― 26,447 ―
 

(注) １．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、日本マスタートラスト信託銀行株式会社が保有する当社株

式83,000株（議決権の数830個）が含まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式25株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  平成29年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
東京ボード工業株式会社

東京都江東区新木場二丁
目11番１号

1,014,800 - 1,014,800 27.72

計 ― 1,014,800 - 1,014,800 27.72
 

(注)　日本マスタートラスト信託銀行株式会社が保有する当社株式83,000株は、上記には含まれておりません。
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２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は次のとおりであります。

(1) 新任監査役

役名 職名
氏名

（生年月日）
略歴 任期

所有
株式数

就任年月日

監査役
（常勤）

―
菅野　英治

（昭和30年12月７日）

昭和49年４月 日本鋼管株式会社 入社

注 366株 平成29年８月31日

平成５年８月 パワーシステム株式会社 入社

平成11年10月 株式会社ファイブ 代表取締役 就任

平成18年８月 当社 入社

平成19年８月 当社製造管理部営繕課課長 就任

平成23年８月 当社IPO準備室 室長代理就任

平成24年８月 当社経営企画室 次長就任

平成27年４月 当社製造部管理課 次長就任

平成27年12月 当社定年退職につき嘱託
 

　（注）退任した監査役の補欠として就任したため、任期は前任者の任期満了の時である平成30年３月期に係る定時株

主総会終結の時までであります。

 
(2) 退任監査役

役名 職名 氏名 退任年月日

監査役
（常勤）

― 石毛　哲男 平成29年８月31日

 

 
(3) 異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

男性８名　女性―名（役員のうち女性の比率―％）
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第４ 【経理の状況】

　

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成29年７月１日から平成

29年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、赤坂有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 8,240,886 5,789,226

  受取手形及び売掛金 1,634,016 *1  1,460,156

  商品及び製品 207,946 133,267

  仕掛品 73,998 87,462

  原材料及び貯蔵品 129,974 124,897

  繰延税金資産 11,434 11,799

  その他 55,771 61,437

  貸倒引当金 △1,143 △1,097

  流動資産合計 10,352,883 7,667,150

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 3,212,929 3,216,919

    減価償却累計額 △2,425,483 △2,450,768

    建物及び構築物（純額） 787,446 766,151

   機械装置及び運搬具 7,722,740 7,930,633

    減価償却累計額 △6,936,715 △7,078,329

    機械装置及び運搬具（純額） 786,025 852,304

   土地 5,460,494 5,460,494

   建設仮勘定 7,255,394 9,229,495

   その他 170,867 180,991

    減価償却累計額 △140,521 △147,763

    その他（純額） 30,345 33,227

   有形固定資産合計 14,319,706 16,341,673

  無形固定資産 49,405 43,888

  投資その他の資産   

   投資有価証券 73,404 82,441

   長期貸付金 4,672 4,334

   破産更生債権等 858 532

   繰延税金資産 1,316 1,295

   敷金及び保証金 96,449 103,763

   その他 53,203 48,736

   貸倒引当金 △1,258 △1,258

   投資その他の資産合計 228,646 239,844

  固定資産合計 14,597,758 16,625,406

 資産合計 24,950,642 24,292,556
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 649,775 *1  657,246

  1年内償還予定の社債 76,000 76,000

  1年内返済予定の長期借入金 608,020 844,390

  未払金 1,895,856 1,358,145

  未払法人税等 116,078 77,628

  賞与引当金 50,711 71,319

  その他 225,094 218,257

  流動負債合計 3,621,536 3,302,987

 固定負債   

  社債 ＊1  2,706,000 2,668,000

  長期借入金 ＊1  10,696,460 10,239,080

  繰延税金負債 1,362,080 1,355,785

  役員報酬BIP信託引当金 72,842 95,248

  退職給付に係る負債 220,883 230,369

  受入敷金保証金 327,835 335,835

  資産除去債務 263,705 264,365

  その他 5,331 2,571

  固定負債合計 15,655,138 15,191,255

 負債合計 19,276,675 18,494,242

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 221,000 221,000

  資本剰余金 114,201 114,201

  利益剰余金 6,295,533 6,384,274

  自己株式 △1,450,384 △1,450,384

  株主資本合計 5,180,350 5,269,091

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 17,856 24,126

  その他の包括利益累計額合計 17,856 24,126

 非支配株主持分 475,759 505,095

 純資産合計 5,673,966 5,798,314

負債純資産合計 24,950,642 24,292,556
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

売上高 2,714,917 3,018,679

売上原価 1,752,895 1,970,467

売上総利益 962,022 1,048,211

販売費及び一般管理費   

 給料及び手当 197,869 222,774

 賞与引当金繰入額 43,553 43,609

 退職給付費用 5,375 6,407

 役員報酬BIP信託引当金繰入額 21,192 22,406

 支払手数料 - 74,221

 その他 441,244 398,443

 販売費及び一般管理費合計 709,235 767,861

営業利益 252,787 280,349

営業外収益   

 受取利息 23 50

 受取配当金 1,889 1,999

 受取家賃 1,225 744

 受取保険金 3,424 1,176

 助成金収入 - 15,041

 その他 2,060 2,819

 営業外収益合計 8,622 21,831

営業外費用   

 支払利息 15,023 50,249

 社債利息 818 2,710

 資金調達費用 123,283 -

 その他 1,405 8,030

 営業外費用合計 140,531 60,990

経常利益 120,878 241,189

特別利益   

 固定資産売却益 319 2,218

 特別利益合計 319 2,218

特別損失   

 固定資産売却損 35 25

 固定資産除却損 750 32

 特別損失合計 785 57

税金等調整前四半期純利益 120,412 243,350

法人税、住民税及び事業税 60,431 75,761

法人税等調整額 △16,041 △9,419

法人税等合計 44,390 66,342

四半期純利益 76,022 177,008

非支配株主に帰属する四半期純利益 32,030 34,235

親会社株主に帰属する四半期純利益 43,992 142,772
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

四半期純利益 76,022 177,008

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △2,007 6,269

 その他の包括利益合計 △2,007 6,269

四半期包括利益 74,014 183,278

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 41,984 149,042

 非支配株主に係る四半期包括利益 32,030 34,235
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 120,412 243,350

 減価償却費 176,971 196,569

 賞与引当金の増減額（△は減少） 28,219 20,608

 役員報酬BIP信託引当金の増減額（△は減少） 17,856 22,406

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 12,313 9,485

 受取利息及び受取配当金 △1,912 △2,050

 支払利息 15,841 52,960

 受取保険金 △3,424 △1,176

 固定資産売却損益（△は益） △284 △2,192

 固定資産除却損 750 32

 売上債権の増減額（△は増加） △56,883 173,859

 たな卸資産の増減額（△は増加） △57,973 66,290

 仕入債務の増減額（△は減少） △26,444 71,503

 資金調達費用 123,283 -

 助成金収入 - △15,041

 その他 △26,554 15,614

 小計 322,172 852,220

 利息及び配当金の受取額 1,554 1,670

 利息の支払額 △18,557 △29,008

 保険金の受取額 3,424 1,176

 法人税等の支払額及び還付額（△は支払） △31,203 △110,729

 営業活動によるキャッシュ・フロー 277,389 715,329

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △4,637,419 △2,845,282

 有形固定資産の売却による収入 1,595 2,230

 無形固定資産の取得による支出 △1,819 -

 その他 △46 △7,239

 投資活動によるキャッシュ・フロー △4,637,690 △2,850,292

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入れによる収入 3,866,077 -

 長期借入金の返済による支出 △221,010 △221,010

 社債の発行による収入 2,460,639 -

 社債の償還による支出 △38,000 △38,000

 自己株式の処分による収入 3,335 -

 配当金の支払額 △52,855 △52,786

 非支配株主への配当金の支払額 △4,900 △4,900

 財務活動によるキャッシュ・フロー 6,013,286 △316,696

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,652,985 △2,451,659

現金及び現金同等物の期首残高 1,898,466 8,240,886

現金及び現金同等物の四半期末残高 ＊2  3,551,451 ＊2  5,789,226
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(会計方針の変更)

　　　該当事項はありません。

 
(追加情報)

該当事項はありません。

 
（四半期連結貸借対照表関係）

※１ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第２四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月31日)

受取手形 ― 千円 25,371 千円

支払手形 ― 〃 45,410 〃
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※２　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。

　

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日)

現金及び預金 3,551,451 千円 5,789,226 千円

預入期間が３か月を超える定期預金 - 〃 -　 〃

現金及び現金同等物 3,551,451 千円 5,789,226 千円
 

 

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１  配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月24日
定時株主総会

普通株式 52,910 20.00 平成28年３月31日 平成28年６月27日 利益剰余金
 

(注) 平成28年６月24日定時株主総会決議による配当金の総額には、役員報酬BIP信託口が所有する当社株式（自己株

式）85,200株に対する配当金1,704千円が含まれております。

 

２  基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

 
当第２四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

１  配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月20日
定時株主総会

普通株式 52,910 20.00 平成29年３月31日 平成29年６月21日 利益剰余金
 

(注) 平成29年６月20日定時株主総会決議による配当金の総額には、役員報酬BIP信託口が所有する当社株式（自己株

式）83,086株に対する配当金1,661千円が含まれております。

 

２  基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 

報告セグメント

調整額
(注１)

四半期
連結損益計算書
計上額
(注２)

木材環境
ソリューション

事業

ファシリティ
事業

合計

売上高      

  外部顧客への売上高 2,506,042 208,875 2,714,917 - 2,714,917

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

- - - - -

計 2,506,042 208,875 2,714,917 - 2,714,917

セグメント利益 257,893 105,074 362,968 △110,181 252,787
 

(注) １．セグメント利益の調整額△110,181千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社

費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
当第２四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 

報告セグメント

調整額
(注１)

四半期
連結損益計算書
計上額
(注２)

木材環境
ソリューション

事業

ファシリティ
事業

合計

売上高      

  外部顧客への売上高 2,802,806 215,872 3,018,679 - 3,018,679

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

- - - - -

計 2,802,806 215,872 3,018,679 - 3,018,679

セグメント利益 288,623 100,964 389,588 △109,238 280,349
 

(注) １．セグメント利益の調整額△109,238千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社

費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額  17 円 17 銭 55 円 72 銭

(算定上の基礎)   

 親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 43,992 142,772

 普通株主に帰属しない金額(千円) - -

 普通株式に係る親会社株主に帰属する
 四半期純利益金額(千円)

43,992 142,772

 普通株式の期中平均株式数(株) 2,561,488 2,562,458

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり四半期純利益金

額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

３．１株当たり四半期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は前第２四半期連結累計期

間83,593株、当第２四半期連結累計期間83,086株であります。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

　

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年11月13日

東京ボード工業株式会社

取締役会  御中

　

赤坂有限責任監査法人
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   池　　田   　   勉   印

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   荒　　川   和　　也   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東京ボード工業

株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成29年７月１日か

ら平成29年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年９月30日まで)に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京ボード工業株式会社及び連結子会社の平成29年９月30日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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